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第一部【証券情報】
 

第１【募集要項】
 

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 15,100株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であります。なお、単元株制度は
採用しておりません。

　（注）１．本有価証券届出書による当社普通株式に係る募集（以下「本第三者割当増資」といい、本第三者割当増資により発

行される株式を以下「本株式」といいます。）は、平成23年12月９日（金）開催の当社取締役会決議に基づき発行

するものであり、平成24年１月30日（月）開催予定の臨時株主総会による承認が条件となります。

２．振替機関の名称及び住所は以下のとおりです。

名称　　　株式会社証券保管振替機構

住所　　　東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 15,100株 249,995,600 124,997,800

一般募集 － － －

計（総発行株式） 15,100株 249,995,600 124,997,800

　（注）１．第三者割当の方法によります。なお、発行価額の総額を金銭以外の財産の現物出資（デット・エクイティ・スワッ

プ。以下「ＤＥＳ」といいます。）による方法で割り当てます。

２．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額の総額

であります。また、増加する資本準備金の額は、124,997,800円であります。

３．ＤＥＳの目的とする財産の内容

(1）茂木眞一氏が当社に対して有する平成23年１月31日付金銭消費貸借契約及び平成23年12月８日付債務弁済契約

に基づく以下の金銭債権の元本145,000,000円のうち137,414,800円

借入日：平成23年１月31日

借入金額：145,000,000円

返済期日：平成24年１月31日（上記債務弁済契約で変更したもの）

利率：2.003％

その他：元本の残債権7,585,200円の返済期日は平成24年４月30日（銀行休業日の場合翌銀行営業日）（上記債

務弁済契約で変更したもの）となります。

(2）勝時國際物流有限公司が、当社に対して有する平成21年４月25日付金銭消費貸借契約、平成23年11月24日付金銭

消費貸借契約及び平成23年12月８日付債務弁済契約に基づく以下の金銭債権の元本134,369,100円のうち

112,580,800円

①　契約：平成21年４月25日付金銭消費貸借契約

借入日：平成21年４月25日

借入金額：77,670,000円（上記債務弁済契約により1,000,000ＵＳドルを円建に転換　転換時の為替相場１＄

＝77.67円）

返済期日：平成24年１月31日（上記債務弁済契約で変更したもの）

利率：2.8％
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②　契約：平成23年11月24日付金銭消費貸借契約

借入日：平成23年11月24日、平成23年12月７日

借入金額：56,699,100円（上記債務弁済契約により合計730,000ＵＳドルを円建に転換　転換時の為替相場１

＄＝77.67円）

返済期日：平成24年１月31日（上記債務弁済契約で変更したもの）

利率：2.8％

その他：元本の残債権21,788,300円の返済期日は平成26年３月31日（銀行休業日の場合翌銀行営業日）（上

記債務弁済契約で変更したもの）となります。

 

（２）【募集の条件】

発行価格（円）
資本組入額
（円）

申込株数
単位

申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

16,556 8,278 １株 平成24年１月31日（火） － 平成24年１月31日（火）

　（注）１．第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２．発行価格は、会社法上の払込金額であり、資本組入額は、会社法上の増加する資本金の額であります。

３．当社は割当予定先との間で総数引受契約を締結する予定です。払込期日までに、割当予定先との間で本株式の総数

引受契約を締結しない場合は、本株式に係る割当は行われないこととなります。

４．申込みの方法は、総数引受契約を締結し、払込期日に後記払込取扱場所へ現物出資の目的となる財産の給付を行う

ものとします。

 

（３）【申込取扱場所】

店名 所在地

株式会社クリムゾン　管理本部　管理部 東京都墨田区亀沢四丁目17番17号

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社クリムゾン　管理本部　管理部 東京都墨田区亀沢四丁目17番17号

　（注）　金銭以外の財産を出資の目的とするため、払込取扱場所は当該財産の給付の場所を記載しております。

 

３【株式の引受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

－ 2,200,000 －

　（注）１．金銭以外の財産による現物出資の方法によるものであり、現金による払込みはありません。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．発行諸費用の内訳は、登記費用、弁護士費用、割当予定先調査費用、その他費用です。
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（２）【手取金の使途】

　本第三者割当増資は、当社債権者である割当予定先に当社向け債権を現物出資（ＤＥＳ）していただくことにより

行うものであるため、手取額はありません。

　本第三者割当増資における現物出資の対象となる債権は、当社への平成21年４月25日、平成23年１月31日、平成23年

11月24日、平成23年12月７日付で実行された合計279,369,100円の貸付金債権元本の内金249,995,600円です。また、当

社が借入した当該貸付金債権合計279,369,100円につきましては、そのうち、茂木眞一氏からの借入金145,000,000円

につきましては、平成20年に海外からの商品仕入に対する決済資金及び人件費等の支払いのための運転資金として、

金融機関２行からの借り入れを行なうに際し、茂木眞一氏に個人資産であります定期預金を担保として入れていただ

き、金融機関から150,000,000円の借り入れを行ないました。その後金融機関からの借入金残高減少のため、一旦、担保

を解除し、平成23年１月に茂木眞一氏より145,000,000円の借り入れを行ない、金融機関へ借入金の返済をした際のも

のです。勝時國際物流有限公司からの借入金につきましては、平成21年４月25日の100万ＵＳドルは平成21年５月分の

中国からのカジュアルウェアの仕入れに対するＬＣ（信用状）の決済資金として使用しました。また、平成23年11月

24日の借入金であります33万ＵＳドルにつきましては、同日平成23年11月分の中国からのカジュアルウェアの仕入れ

に対するＬＣ（信用状）の決済資金として約15万９千ＵＳドルと、ＴＴ（電信送金）の決済資金として約16万ＵＳド

ルに使用し、同12月分の仕入れに対するＴＴ（電信送金）の決済資金に約１万１千ＵＳドル使用しました。平成23年

12月７日の40万ＵＳドルの借入金につきましては、同日平成23年12月分の中国からのカジュアルウェアの仕入れに対

するＴＴ（電信送金）の決済資金として約２万５千ＵＳドルと、海外ライセンサーから供与を受けております、ブラ

ンドの使用許諾に対するミニマムロイヤリティーの支払資金として約37万５千ＵＳドル使用しました。

 

第２【売出要項】
 

　該当事項はありません。

 

【募集又は売出しに関する特別記載事項】
 

　当社は、本第三者割当による新株式の発行のほか、平成23年12月９日付取締役会において、別件新株予約権（以下「本新株予

約権」といいます。）の発行を決議しております。本新株予約権の発行の概要は以下のとおりであります。

本新株予約権の概要

(1）新株予約権の発行数：60個

(2）新株予約権の目的となる株式の種類及び数：当社普通株式6,000株（１個当たり100株）

(3）発行価格：342,000円（新株予約権１個当たり5,700円）

(4）割当日：平成24年１月31日

(5）申込期日：平成24年１月31日

(6）払込期日：平成24年１月31日

(7）新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額：90,000,000円（１株当たり15,000円）

(8）権利行使期間：平成24年１月31日から平成26年１月30日まで

(9）増加する資本金及び資本準備金の額：増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増

加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときには、その端数を切り上げるものとする。ま

た、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とする。

(10）割当予定先及び割当方法：第三者割当の方法により、マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社（以下「マ

イルストーン社」といいます。）に本新株予約権全部を割当てる。
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第３【第三者割当の場合の特記事項】
 

１【割当予定先の状況】

ａ．割当予定先の概要

氏名 茂木　眞一

住所 東京都墨田区

職業の内容 当社代表取締役会長

　（注）　割当予定先の概要は、平成23年12月９日現在におけるものであります。

 

名称 勝時國際物流有限公司

本店の所在地
UNIT 3312 33/F SHUI ON CENTRE 6-8
HARBOUR ROAD WANCHAI HK

国内の主たる事務所の責任者の氏名及び連絡先 該当事項はありません。

代表者の役職及び氏名 董事局主席　　王　鋼

資本金
773万香港ドル（１香港ドルを、平成23年12月８日終値
9.99円にて換算した金額は7.7百万円）

事業の内容 海外投資、中国内陸工場投資、輸出入貿易

主たる出資者及びその出資比率 王　鋼（出資比率50％）、姚　健（出資比率50％）

　（注）　割当予定先の概要は、平成23年12月９日現在におけるものであります。

 

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

茂木　眞一

出資関係

当社が保有している割当予定先の株式の数 該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社の株式の数
割当予定先は当社普通株式8,873株及び当社新株予約
権100個（目的となる株式の数100株）を保有していま
す。

人事関係 当社代表取締役会長です。

資金関係

当社は茂木眞一氏より145,000,000円を借り入れてお
ります。
当社の金融機関からの借入（平成23年10月31日現在の
元本387,372,224円）について、茂木眞一氏所有の不動
産を担保提供していただいております。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

　（注）　提出者と割当予定先との間の関係は、平成23年12月９日現在におけるものであります。
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勝時國際物流有限公司

出資関係
当社が保有している割当予定先の株式の数 該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社の株式の数 割当予定先は当社普通株式550株を所有しています。

人事関係

当社持分法適用関連会社であるJIANGSU
SHUNTIAN&DREAM ISLAND FASHION CO.,LTDの董事　王鋼
が50％出資しています。
当社代表取締役社長　姚健が50％出資しています。

資金関係 134,369,100円の借り入れをしています。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

 

ｃ．割当予定先の選定理由

　茂木眞一氏は、当社の代表取締役会長でありますが、当社の創業者であります。また、平成23年から、当社の運転資金の不

足を補うため、貸付を行っていただくと共に、現在、当社の金融機関からの借入について、茂木眞一氏所有の不動産を担保

提供していただいており、当社に資金面で多大な支援をしていただいておりました。また、勝時國際物流有限公司は、平成

21年４月より当社の運転資金等の不足を補うために当社に対する貸付を行っていただいておりますが、当社代表取締役社

長である姚健氏が50％出資し、当社の持分法適用関連会社であるJIANGSU SHUNTIAN&DREAM ISLAND FASHION CO.,LTDの董

事である王鋼氏が残りの50％を出資している会社であります。代表取締役社長の姚健氏は、平成３年にCHINA TEXTILES

IMP&EXP CORP入社、平成９年にBEIJING WAGON GARMENTS CO.,LTDを設立し董事総経理に就任、弊社の商品生産を依頼して

まいりました。また平成18年には弊社持分法適用関連会社でありますJIANGSU SHUNTIAN&DREAM ISLAND FASHION CO.,LTD

の董事総経理に就任し、平成20年に当社に入社しています。姚健氏は、中国国内での実績・経歴はもとより、日本のマー

ケット環境及びアパレルビジネスにも精通し、平成22年４月に当社代表取締役社長に就任しました。当社においては、代表

取締役会長である茂木眞一氏と姚健氏の代表取締役２名体制とし、コーポレートガバナンスの牽制機能の強化・充実を図

り、継続的な成長を目指してまいりました。このような立場である茂木眞一氏及び姚健氏におかれては、いずれも当社の経

営者として当社の財務状況を改善するべき切迫した必要性を痛感すると共に、中長期的な成長戦略を策定し実現するに

は、財務体質の強化を図りつつ成長基盤の早期構築を達成し、当社企業価値の増大へのコミットメントを行う意味におい

て、姚健氏及び王鋼氏と共に本第三者割当増資の引き受けを承諾していただきました。

　なお、本第三者割当増資はＤＥＳによるものであり、既に割当予定先からは借入を実行済みです。

　以上の理由により、茂木眞一氏及び勝時國際物流有限公司を本株式の割当予定先に選定いたしました。

 

ｄ．割り当てようとする株式の数

茂木眞一　　　　　　　　　8,300株

勝時國際物流有限公司　　　6,800株

 

ｅ．株券等の保有方針

　割当予定先である茂木眞一氏及び勝時國際物流有限公司は、本第三者割当増資により取得した本株式は、中長期的に保有

する方針であり、２年間は売却しない方針である旨を当社は口頭にて確認しております。なお、当社と割当予定先との間に

おきましては、割り当てられた本株式を、払込期日（平成24年１月31日）より２年間において譲渡した場合には、遅滞なく

当社に書面で報告すること、当社が当該報告内容を株式会社大阪証券取引所に報告すること、並びに当該報告内容が公衆

縦覧に供されることに同意することについての確約書を締結予定です。
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ｆ．払込みに要する資金等の状況

　本第三者割当増資はＤＥＳによるものであり、金銭の払込みはありません。

　当該ＤＥＳによる本株式の発行において割当予定先が金銭以外に出資の目的とする財産の内容は、以下のとおりです。

(1）茂木眞一氏が当社に対して有する平成23年１月31日付金銭消費貸借契約及び平成23年12月８日付債務弁済契約に基

づく以下の金銭債権の元本145,000,000円のうち137,414,800円

借入日：平成23年１月31日

借入金額：145,000,000円

返済期日：平成24年１月31日（上記債務弁済契約で変更したもの）

利率：2.003％

その他：元本の残債権7,585,200円の返済期日は平成24年４月30日（銀行休業日の場合翌銀行営業日）（上記債務弁

済契約で変更したもの）となります。

 

(2）勝時國際物流有限公司が、当社に対して有する平成21年４月25日付金銭消費貸借契約、平成23年11月24日付金銭消費

貸借契約及び平成23年12月８日付債務弁済契約に基づく以下の金銭債権の元本134,369,100円のうち112,580,800円

①　契約：平成21年４月25日付金銭消費貸借契約

借入日：平成21年４月25日

借入金額：77,670,000円（上記債務弁済契約により1,000,000ＵＳドルを円建に転換　転換時の為替相場１＄＝

77.67円）

返済期日：平成24年１月31日（上記債務弁済契約で変更したもの）

利率：2.8％

②　契約：平成23年11月24日付金銭消費貸借契約

借入日：平成23年11月24日、平成23年12月７日

借入金額：56,699,100円（上記債務弁済契約により合計730,000ＵＳドルを円建に転換　転換時の為替相場１＄＝

77.67円）

返済期日：平成24年１月31日（上記債務弁済契約で変更したもの）

利率：2.8％

その他：元本の残債権21,788,300円の返済期日は平成26年３月31日（銀行休業日の場合翌銀行営業日）（上記債

務弁済契約で変更したもの）となります。

 

ｇ．割当予定先の実態

　当社は、割当予定先である勝時國際物流有限公司から、同社の役員または主要株主（主な出資者）が反社会的勢力との関

係がない旨の確認書を受領しております。また、割当予定先である茂木眞一氏からも同様に反社会的勢力との関係がない

旨の確認書を受領しております。当社においても株式会社ＪＰリサーチ＆コンサルティング（東京都港区）に調査を依頼

し、割当予定先である茂木眞一氏及び勝時國際物流有限公司が反社会的勢力との関与の事実が確認されなかった旨の調査

報告書を受領しており、割当予定先が反社会的勢力と関与は無いものと判断しております。

　また、当社は割当予定先が反社会的勢力との関係がないことを示す確認書を株式会社大阪証券取引所に提出しておりま

す。

 

２【株券等の譲渡制限】

　該当事項はありません。
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３【発行条件に関する事項】

　本株式の発行価格につきましては、本第三者割当増資に係る取締役会決議日の直前取引成立日（平成23年12月８日）の大

阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱスタンダード市場における当社普通株式の終値13,790円を参考として、発行価格を金16,556円

（プレミアム率20.1％）といたしました。

　取締役会決議日の前日終値を参考といたしましたのは、当社の直近の財務状況や業績見込、事業環境等が市場株価に客観的

価値として反映されていると考えられることによります。又、発行価格につきましては、割当予定先と協議した上で総合的に

判断した結果、参考株価に対して20.1％プレミアムを付した価額である16,556円と決定したものであります。

　この発行価格は、本第三者割当増資に係る取締役会決議日の直前取引成立日の終値（13,790円）に対しては、20.1％のプレ

ミアム、取締役会決議日の直前営業日である平成23年12月８日から遡る直近１か月平均株価（13,314円）に対しては、

24.4％のプレミアム、３か月平均株価（15,064円）に対しては、9.9％のプレミアム、６か月平均株価（16,907円）に対して

は、2.1％のディスカウントとなります。このように直近３か月まではプレミアムを付した金額であり、当社は当社の平成23

年８月９日付プレスリリース「平成24年１月期業績予想（連結・個別）の修正に関するお知らせ」発表後に形成されてい

る株価が、直近の市場価格として、当社の株式価値をより適正に反映していると判断しており、当該プレスリリース以前の期

間が相当程度包含されている６か月平均株価からはディスカウントされているとしても、当該株価は当社の適正な株式価値

を反映していないものと考えるべき合理的理由があるものと考えられ、しかもそのディスカウント率も低くとどまっていま

す。そのうえ、直近の株価については３か月平均株価までプレミアムが付されていることから、「特に有利な金額」には当た

らないと当社取締役会において判断いたしました。なお、本第三者割当増資はＤＥＳによるものであり、出資財産の価額は払

込期日に弁済期が到来する当社への債権額面と同一とするものであり、会社法第207条第９項第５号に準拠し、会社法上価額

調査を不要とされる価額であり、妥当性を有しているものと判断しております。

　以上のことから本株式の発行価格は、割当予定先による当社への支援という側面よりプレミアムを付した適正かつ妥当な

価額であり、また、日本証券業協会の「第三者割当増資等の取扱いに関する指針」にも準拠していることから有利発行には

該当せず、合理的な価額であると判断いたしました。もっとも、本第三者割当増資により新株が15,100株発行され、現在の当

社発行済株式総数24,715株の61.10％（小数点以下第３位を四捨五入、以下同じ）（平成23年７月31日現在の総議決権数

24,133個に対する比率は62.57％）となり、当社普通株式につき１株当りの持分割合の希薄化が生じることとなります。しか

しながら、当社取締役会では本第三者割当増資によって、自己資本の充実による財務基盤の強化、収益性の改善による企業価

値向上を図ることにより、結果として中長期的な視点からも株主価値の持続的な拡張につながり、既存株主の皆様の株式価

値向上に資するものと判断して、他の調達手段の選択肢を考慮するとともに、本株式の発行条件について十分に討議、検討を

行い、出席取締役全員の賛成により本株式につき決議いたしました。

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】

　茂木眞一氏及び勝時國際物流有限公司に割り当てる本株式の議決権の個数15,100個（株式数は15,100株）及び、本新株予

約権の目的である議決権の個数6,000個（株式数は6,000株）を合わせた議決権個数は21,100個（株式数は21,100株）とな

り、当社の総議決権数24,133個（平成23年７月31日現在、以下同じ）に占める割合が87.43％と25％以上となることから、本

第三者割当増資は、「企業内容等の開示に関する内閣府令　第２号様式　記載上の注意（23－６）」に規定する大規模な第三

者割当に該当いたします。
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５【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合
（％）

割当後の所有
株式数（株）

割当後の総議
決権数に対す
る所有議決権
数の割合
（％）

茂木　眞一 東京都墨田区 8,873 36.77 17,173 43.77

勝時國際物流有限公司
UNIT 3312 33/F SHUI ON
CENTRE 6-8 HARBOUR ROAD
WANCHAI HK

550 2.28 7,350 18.73

ゴールドマンサックスイ
ンターナショナル
（常任代理人　ゴールド
マン・サックス証券株式
会社）

133 FLEET STREET LONDON
EC4A 2BB, U.K
（東京都港区六本木6-10-1
六本木ヒルズ森タワー）

5,502 22.80 5,502 14.02

児玉　俊明 東京都港区 1,546 6.41 1,546 3.94

ダイワボウノイ株式会社
大阪府大阪市中央区久太郎
町3-6-8

600 2.49 600 1.53

株式会社ギャルソンヌ 東京都江東区亀戸1-25-5 360 1.49 360 0.92

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋1-17-6 347 1.44 347 0.88

クリムゾン従業員持株会 東京都墨田区亀沢4-17-17 207 0.86 207 0.53

廣瀬　恭子 東京都墨田区 167 0.69 167 0.43

大阪証券金融株式会社
大阪府大阪市中央区北浜
2-4-6

155 0.64 155 0.40

計 － 18,307 75.86 33,407 85.15

　（注）１．上記の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

２．平成23年７月31日現在の株主名簿を基準として記載をしております。

３．割当後の所有株式数及び割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合は、平成23年７月31日現在の発行済株式

総数に、茂木眞一氏及び勝時國際物流有限公司に割り当てる本株式の株式数15,100株を加えて算定しております。

４．四半期報告書の「大株主の状況」に記載された「エイチエスビーシーブローキングセキュリティーズ（アジ

ア）」の名義の550株は、実質勝時國際物流有限公司の所有のため、上記において合算した株式数で表記いたしてお

ります。

５．次の法人から平成19年10月17日付で変更報告書の提出があり、平成19年10月11日現在で以下の株式数を保有してい

る旨の報告を受けておりますが、平成23年７月31日現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませ

んので、上記では考慮しておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済み株式総数に対する所有
株式数の割合（％）

タワー投資顧問株式会社
東京都港区芝大門１－２－18

野依ビル２階
5,332 21.57
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（参考）平成23年12月９日開催の取締役会において本第三者割当増資と同時に決議された本新株予約権の行使により発行され

る新株式反映後

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合
（％）

割当後の所有
株式数（株）

割当後の総議
決権数に対す
る所有議決権
数の割合
（％）

茂木　眞一 東京都墨田区 8,873 36.77 17,173 37.97

勝時國際物流有限公司
UNIT 3312 33/F SHUI ON
CENTRE 6-8 HARBOUR ROAD
WANCHAI HK

550 2.28 7,350 16.25

マイルストーン・キャピ
タル・マネジメント株式
会社

東京都港区赤坂2-17-22
赤坂ツインタワー

－ － 6,000 13.26

ゴールドマンサックスイ
ンターナショナル
（常任代理人　ゴールド
マン・サックス証券株式
会社）

133 FLEET STREET LONDON
EC4A 2BB, U.K
（東京都港区六本木6-10-1
六本木ヒルズ森タワー）

5,502 22.80 5,502 12.16

児玉　俊明 東京都港区 1,546 6.41 1,546 3.42

ダイワボウノイ株式会社
大阪府大阪市中央区久太郎
町3-6-8

600 2.49 600 1.33

株式会社ギャルソンヌ 東京都江東区亀戸1-25-5 360 1.49 360 0.80

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋1-17-6 347 1.44 347 0.77

クリムゾン従業員持株会 東京都墨田区亀沢4-17-17 207 0.86 207 0.46

廣瀬　恭子 東京都墨田区 167 0.69 167 0.37

計 － 18,152 75.22 39,252 86.78

　（※）　平成23年７月31日現在の株主名簿を基準として記載をしております。

 

６【大規模な第三者割当の必要性】

(1）大規模な第三者割当を行うこととした理由及び当該大規模な第三者割当による既存の株主への影響についての取締役

会の判断の内容

　当社は、カジュアルウェアの企画、生産委託（海外及び国内メーカーに対し）を行い、卸売を中心に小売も含めた商品販

売事業と、自社所有ブランド及び、海外ライセンサーからブランドの使用許諾を取得し、サブライセンスをメーカーに供与

または製造委託し、販売商品に対し、ロイヤリティー収入を収受するライセンス事業を営んでまいりました。

　ここ近年においては、少子高齢化による消費減退＝マーケットの縮小や、米金融危機に端を発した世界的な経済不況の影

響による景気の急後退、それに伴う生活防衛意識の高まりからの個人消費の減少など厳しい環境の中で推移してまいりま

した。また当社が参画いたしておりますカジュアル市場におきましても、卸売の得意先各社の自社プライベートブランド

の強化や、アパレルメーカーのＳＰＡ業態（製造小売業）への参入進展が加速、拡大し競争は熾烈さをまして推移してま

いりました。このような状況のもと、当社では事業の選択と集中による収益の改善に努め業績の回復を図ってまいりまし

た。営業面においては、基幹事業を卸売事業とライセンス事業に絞りこみ、小売事業につきましては不採算ブランドの閉鎖

及び店舗の閉鎖を実施し収益性の改善、効率化を重視した営業活動に努めてまいりました。一方、販売費及び一般管理費に

つきましても、店舗閉鎖に伴う地代家賃や人件費、その他諸経費の削減、また、本社機能の集約や物流倉庫の統合及び縮小

による業務の効率化と経費削減などを実施してまいりました。

　しかしながら、長期的な円高やデフレの影響などによる雇用不安、家計所得減少等による個人消費が低迷し、市場におけ

る低価格志向の強まりによる商品の販売単価が下落し、売上高が大幅に減少しました。また、主要生産基地であります中国

の人件費の上昇や原材料の高騰などにより商品原価が高まり、売上総利益の押し下げ要因ともなりました。このようにし

て生じた売上高及び売上総利益の大幅な減少を、販売費及び一般管理費の削減ではカバーをしきれず、結果、継続的な赤字

が続いている状況にあります。このように、売上高の大幅な減少及び多額の損失を計上している状況から、第26期会計年度

より、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しておりま

す。
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　また、現在進行中の第28期連結会計年度（平成23年２月１日から平成24年１月31日）においても、日本国内の経済情勢や

平成23年３月11日に発生いたしました東日本大震災及びその後の原発事故、電力供給不安などが影響し、消費者の生活防

衛意識の高まりや消費マインドの低下などにより個人消費は厳しい状況での推移となりました。その結果、既に第２四半

期連結会計期間まで２四半期連続で合計197,267千円の四半期純損失を計上し、平成23年７月31日現在の純資産額は

16,197千円まで落ち込んだ後、平成23年12月９日付当社プレスリリース「平成24年１月期第３四半期決算短信〔日本基

準〕（連結）」において公表のとおり、第３四半期連結会計期間において143,276千円の債務超過に陥ってしまいました。

現在の連結業績予想からしますと今期末（平成24年１月31日）においても債務超過は解消されずに債務超過額は約１億

円程度になることが懸念されます。

　このような厳しい経営環境において財務基盤の強化を図りつつ、経営効率化と事業投資を積極的に進めて中長期的な成

長戦略を策定し実現するためには、資本性の資金調達による財務基盤の強化を図りつつ新たな成長基盤の早期構築を達成

していくことが必要であり、また、債務超過を解消し対外信用を回復させることが急務となっております。

　今期末（平成24年１月31日）において債務超過である場合には、株式会社大阪証券取引所が定める「ＪＡＳＤＡＱにお

ける有価証券上場規程」第47条第１項第３号（債務超過）に該当することとなるため、１年間の猶予期間はございます

が、財務体質の改善が喫緊の課題となっており、資金調達の手段を平成23年２月頃から積極的に検討してまいりました。

　まず、２期連続赤字等直近の経営成績・財務状況等から金融機関より新規の運転資金を調達することは困難であり、また

借入を行ったとしても債務超過の危険性の回避には至りません。そのため、資金を直接調達する手法を検討することとい

たしました。そこで、資本性の資金調達の方法としては、公募増資や株主割当増資という手段もあるものの、当社グループ

の事業環境や資本市場の状況等を考慮すると必要な資金が確実に集まる可能性は極めて低いと考えられるため、平成23年

７月頃より、これらの資金調達手法の採用は見送り、確実性が高くかつ迅速な資金調達方法である第三者割当増資を行う

ことが妥当であると判断しました。第三者割当増資の方法による資金調達は、公募増資または株主割当での発行と比して

経営効率化と事業投資をスピーディーに実行するための一定規模の資金を迅速かつ確実に確保することができる方法で

あると考えております。

　そのため、平成23年７月頃より、今後の当社グループの事業戦略をご理解いただき、当社の企業価値を高め、既存株主に

とっても歓迎されうる投資家を模索して、幹事証券をはじめとする金融商品取引業者等から斡旋などによる複数の有力先

を割当先候補として接触を重ねてまいりました。しかし、現状の事業環境下において、当社の求めるタイミングにおいて多

額の資金を出資していただける割当候補先はなかなか見当たらず、前述のとおり、事業年度末においても債務超過が解消

されない危険性が近づいてきました。

　また、金融機関からの新規借り入れも行えず、手元流動資金も十分とはいえない状況が続いており、平成23年の年末商戦

に向けた商品を投入するための運転資金の確保が早急に必要な状況となっていました。そのため平成23年11月及び12月

に、当社の代表取締役社長であります姚健氏の出資会社である勝時國際物流有限公司から運転資金の不足を補うため、

730,000ＵＳドルの貸付を行っていただきました。しかしながら、会社関係者からの借入により運転資金を賄うことには限

界があり、また、借入では債務超過は解消できないことから、資本性の資金調達を行うことにより財務体質を改善すると共

に減少した売上の増大を図るため、今後の仕入及び設備投資を行うための運転資金の確保が必須となっています。

　このような状況下、まずは喫緊の課題である債務超過問題を早急に解消するため、金融機関からの借入が困難となってい

たことにより、平成23年１月に当社代表取締役会長の茂木眞一氏から行っていた借入、平成21年４月、平成23年11月及び12

月に行った勝時國際物流有限公司からの借入について、ＤＥＳを実施することにより、合計249,995,600円の債務圧縮と自

己資本の改善を図り、かつ将来における金利等の負担を軽減することが、確実性が高くかつ迅速な資本増強策であるため、

本第三者割当増資を実施することを選択いたしました。

　茂木眞一氏及び勝時國際物流有限公司に50％出資する姚健氏におかれては、いずれも当社の経営者として当社の財務状

況を改善するべき切迫した必要性を痛感すると共に、中長期的な成長戦略を策定し実現するには、財務体質の強化を図り

つつ成長基盤の早期構築を達成し、当社企業価値の増大へのコミットメントを行う意味において、勝時國際物流有限公司

に残りの50％を出資する董事局主席の王鋼氏と共に、本第三者割当増資の引き受けを承諾していただきました。

　また、当社は、本株式の発行と合わせて、本新株予約権の発行も決議しております。これは、ＤＥＳにより財務状態の改善

は図ることはできますが、ＤＥＳでは資金の払込はなされないため、減少した売り上げの増大を図るための追加の運転資

金が確保できませんので、この点を補完する方策として本新株予約権の行使による追加的な資本増強を行う機会を確保す

ることが相当であると判断したために行うものです。なお、本新株予約権による払込金額の総額については、手取金の具体

的な使途について後述するとおり、今後必要となる資金として、システムの構築費用として約10,000,000円、商品仕入資金

として約76,142,000円を想定しているため、これらを確保する為に十分な金額となることを最優先に検討しました。この

点、当社の財務内容や新規の運転資金を確保して収益の増大を早期に実現する観点からすればより多額なものとすること

も考えられますが、新株予約権という株価が行使価額を上回らなければ行使が進まない資金調達の実現の不確実性、これ

による株式の希薄化のリスクにも鑑み、相当程度の規模にとどめるべきとの判断から、90,342,000円といたしました。かか

る資金調達が実現できれば、当社の財務内容、収益状況も改善し、新規借入の実現など他の資金調達の選択肢も出てくるも

のと考えられ、必要かつ十分な金額であると考えております。加えて、前述のとおり他の資金調達手段の実現可能性が極め
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て低い状況においては、本新株予約権による資金調達によらなければ新規の資金調達が困難な状況であります。しかしな

がら、本新株予約権によっても、本新株予約権の行使期間とした払込期日より平成26年１月30日までの２年間において、現

在当社が想定しているそれまでの期間の資金需要を賄えるものとなっています。さらに、当社より一定の行使指示が行え

るものとされていますが、それ以外に行使を制限する条件等はございませんので、株価動向によっては十分新規資金調達

という当社の目的は達成しうるものと考えられます。

　当社は、平成21年頃から勝時國際物流有限公司より運転資金を借り入れるなどしていたため、各種の資金調達について随

時検討しておりましたところ、平成22年９月頃に、今回の新株予約権の設計を担当した株式会社プルータス・コンサル

ティングから、当社専務取締役であります児玉俊明氏が、本新株予約権の割当予定先でありますマイルストーン社をご紹

介頂き、代表取締役である浦谷元彦氏とお会いし、新株予約権の発行による資金調達の説明並びにこれまでの実例につい

てご説明いただきました。しかしながら、その際には第三者割当増資等の具体的な検討には進展はせず、その後も児玉俊明

氏が窓口となり、浦谷元彦氏と２～３回程面会し、情報交換などによるコミュニケーションを図りながら情報の共有をお

こなってまいりました。その後も当社といたしましてはいくつかの資金調達に関する案件についての検討は続け、前述の

とおり平成23年７月頃からは第三者割当増資の手法を具体的に検討してまいりました。この間、国内の同業アパレル企業

や、中国を中心とした繊維大手企業等との資本提携の話などがございましたが、残念ながら双方の条件が合わず、締結には

至りませんでした。今般、本第三者割当増資を実施することといたしましたが、これにより財務状態の改善は図れ、債務超

過の危険性を回避できたとしても、追加の資本により運転資金を確保するという目的は達することができませんが、新株

予約権によっても、行使が進められればこれが実現可能であることから、現状の当社が売上増大を図るための追加の運転

資金を確保するための現実的かつ最適の資金調達手段であるものと考え、本新株予約権の発行による資金調達を行うこと

を検討すべく、平成23年９月頃よりマイルストーン社と具体的な検討を開始することといたしました。その検討の結果、マ

イルストーン社にご提案いただいた本新株予約権のスキームは、現在、当社が採り得る資金調達手段の中で最も有利な条

件であり、当社が受けた具体的な複数のご提案の中で、最も資金調達の可能性が高いものであると判断いたしました。ま

た、割当予定先の選定にあたっては、将来的に必要となる資金が確保できること、当社の事業内容や中長期事業戦略につい

て把握していること、これまでの同種案件における実績等を条件として検討を進めた結果、本新株予約権のスキームをご

提案いただいたマイルストーン社が最良の割当予定先であるとの結論に至りました。

　今回の資金調達により、本株式15,100株及び本新株予約権の目的である株式の総数6,000株を合わせた21,100株に係る総

議決権数は21,100個となり当社の総議決権数24,133個（平成23年７月31日現在）に占める割合が87.43％となることか

ら、本第三者割当増資及び本新株予約権の発行は相応の株式価値の希薄化につながることになり、加えて株価が低迷する

リスクも考えられます。しかしながら、本第三者割当増資により、自己資本の充実により債務超過の危険性を回避すること

ができます。また、本新株予約権の行使が進めば、今後の事業の安定成長および拡大にむけた仕入資金とシステム等の設備

に投資できるなど、本第三者割当増資及び本新株予約権の発行はいずれも収益性の改善による企業価値向上を図るために

は必要な資金調達であり、結果として中長期的な視点からも株主価値の持続的な拡張につながり、既存株主の皆様の株式

価値向上に資するものと判断しております。

　なお、本第三者割当増資はＤＥＳであるため新規の資金は調達できません。しかし対象となる借入のうち、茂木眞一氏か

らの借入金145,000,000円につきましては、平成20年に金融機関２行からの運転資金の借り入れに際して、茂木眞一氏に個

人資産であります定期預金を担保として入れていただき、金融機関から150,000,000円の借り入れを行ないました。その後

金融機関からの借入金残高減少のため、茂木眞一氏に一旦、担保を解除していただき、平成23年１月に茂木眞一氏より

145,000,000円の借り入れを行ない、金融機関へ借入金の返済をした際のものです。勝時國際物流有限公司からの借入金に

つきましては、平成21年４月25日の100万ＵＳドルは平成21年５月分の中国からのカジュアルウェアの仕入れに対するＬ

Ｃ（信用状）の決済資金として使用しました。また、平成23年11月24日の借入金であります33万ＵＳドルにつきましては、

同日平成23年11月分の中国からのカジュアルウェアの仕入れに対するＬＣ（信用状）の決済資金として約15万９千ＵＳ

ドルと、ＴＴ（電信送金）の決済資金として約16万ＵＳドルに使用し、同12月分の仕入れに対するＴＴ（電信送金）の決

済資金に約１万１千ＵＳドル使用しました。平成23年12月７日の40万ＵＳドルの借入金につきましては、同日平成23年12

月分の中国からのカジュアルウェアの仕入れに対するＴＴ（電信送金）の決済資金として約２万５千ＵＳドルと、海外ラ

イセンサーから供与を受けております、ブランドの使用許諾に対するミニマムロイヤリティー支払資金として約37万５千

ＵＳドル使用しました。

　これらの借入金は当社グループの事業の保全に不可欠であったものであり、またＤＥＳが実行されることにより、自己資

本の充実により債務超過の危険性が回避されますし支払利息の減少により資金余力を当社に生じさせることができます。

また、本新株予約権の行使による手取金の使途につきましては、今後の事業の安定成長及び売上高の拡大に向け、基幹事業

であります卸売の商品仕入資金と、システム構築費用を予定いたしております。まず、商品仕入資金につきましては、展開

３年目を迎えますカジュアルウェアブランドの、市場における売上シェアの拡大に向け、展開型数や数量の増加を計画し

ており、また既存展開カジュアルウェアブランドでは、主軸アイテムでありますＴシャツやトレーナー・パーカー等のス

エット素材の販売強化のために商品仕入の増加を計画しております。これらの商品仕入資金といたしまして約76,142,000

円を予定しております。もう一点は、経済産業省の「流通システム標準化事業」により、日本チェーンストア協会、日本
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スーパーマーケット協会など業界団体が策定し、当社主力得意先であります総合量販店が導入を推進しております新シス

テムに対応すべく、当社におきましてもシステム（流通ＢＭＳ）構築費用として約10,000,000円を予定いたしておりま

す。このシステム構築の設備投資につきましては、商品の受発注や決済の情報などを電子的にやり取りするためのデータ

形式の変更に対応し、また事務処理の手間の軽減や伝票の保管コストを削除することもできるなどの効果も期待できるも

のであります。加えて、本新株予約権の行使が進めば、当社の財務状態は更に改善され、当社グループが年間を通じて行う

借換え等を含む金融機関各社からの新規資金調達の交渉を有利にすることができ、経営の安定化につながるものと考えて

おります。

　よって、本第三者割当増資及び本新株予約権による資金調達によって、当社グループ事業の保全、財務基盤の安定化、企業

価値及び株主価値の向上に寄与すると見込まれるため、当該資金使途には合理性があるものと判断しております。

　当社は、以上の目的及び理由から、本第三者割当増資及び本新株予約権による資金調達を実施することといたしました。

 

(2）大規模な第三者割当を行うことについての判断の過程

　本第三者割当増資及び本新株予約権の発行は、希薄化率が25％以上であることから、株式会社大阪証券取引所の定める

「企業行動規範に関する規則」第２条に定める独立第三者からの意見入手又は株主の意思確認手続きをすることになっ

ているため、本第三者割当増資及び本新株予約権の発行の妥当性について、株主の意思確認を実施することとし、平成24年

１月30日開催予定の臨時株主総会に付議することを決定いたしました。

　なお、本第三者割当増資は支配株主との取引等に該当いたしません。

 

７【株式併合等の予定の有無及び内容】

　該当事項はありません。
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８【その他参考になる事項】

　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
 

　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】
 

第１【公開買付けの概要】
 

　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
 

　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】
 

　該当事項はありません。
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第三部【追完情報】
　

１．事業等のリスクについて

　「第四部　組込情報」の第27期有価証券報告書に記載された「第一部　企業情報　第２　事業の状況　４　事業等のリス

ク」について、当該有価証券報告書の提出日以後本有価証券届出書提出日（平成23年12月９日）までの間に生じた変

更その他の事由は以下のとおりであります。以下に掲げた内容は、当該有価証券報告書に記載された「第一部　企業情

報　第２　事業の状況　４　事業等のリスク」の変更及び追加箇所を記載したものであり、当該箇所に下線を付しており

ます。なお、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本有価証券届出書提出日

（平成23年12月９日）現在においてもその判断に変更はなく、また、文中の将来に関する事項は、本有価証券届出書提

出日（平成23年12月９日）現在において当社グループが判断したものであります。

４［事業等のリスク］

(1)～(7)略

　

(8）重要事象等について

　現在進行中の第28期連結会計期間においては、日本国内の経済情勢や平成23年３月11日に発生いたしました

東日本大震災及びその後の原発事故、電力供給不安などが影響し、消費者の生活防衛意識の高まりや消費マイ

ンドの低下などにより個人消費は厳しい状況での推移となりました。その結果、第１四半期連結会計期間にお

いては営業損失75,599千円を計上し、第２四半期連結会計期間においても営業損失83,671千円が計上いたしま

した。

　このような状況から、継続企業の前提に重要な疑義が存在しており、収益性と財務体質の早急な改善を迫られ

ております。

　

(9）株式価値の希薄化に関わるリスク

　平成23年12月９日開催の当社取締役会において、第三者割当による新株式及び新株予約権の発行を行うこと

を決議いたしましたが、当社の総議決権数は24,133個（平成23年７月31日現在）であり、今回の新株式の発行

数15,100株及び新株予約権の目的である株式の総数6,000株を合わせた21,100株に係る議決権数は21,100個と

なり、当社の総議決権数に対する希薄化率は87.43％（発行後及び行使後の総議決権数に占める割合は

46.65％）と25.0％以上になり、相応の株式価値の希薄化につながることになります。

　しかしながら、本第三者割当増資により、自己資本の充実により債務超過の危険性を回避することができま

す。また、本新株予約権の行使が進めば、早急に事業を黒字化すべく、基幹事業であります卸売を中心に商品仕

入決済資金及び、新システム構築等を行い収益性の改善による企業価値向上を図るためには必要な資金調達で

あり、結果として中長期的な視点からも株主価値の持続的な拡張につながり、既存株主の皆様の株式価値向上

に資するものと判断しております。

　

(10）資金調達に関わるリスク

　当社は平成23年12月９日開催の当社取締役会において、マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会

社を割当予定先とする第三者割当による新株予約権の発行を行うことを決議いたしましたが、当該新株予約権

については、その性質上、行使価額が市場価額を上回っている状況においては、行使が進まない状況になり、こ

のような状況が継続する場合は、資金需要に沿った調達が困難になる可能性があり、その場合においては、事業

計画の縮小など見直しを行うことがあります。
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２．臨時報告書の提出

　後記「第四部　組込情報」に記載の第27期有価証券報告書の提出日以降、本有価証券届出書提出日までの間におい

て、以下の臨時報告書を提出しております。

〔平成23年４月28日提出の臨時報告書〕

１．提出理由

　当社は、平成23年４月26日開催の第27期定時株主総会において決議事項が決議されましたので、金融商品取引

法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時

報告書を提出するものであります。

　

２．報告内容

(1）株主総会が開催された年月日

平成23年４月26日

　

(2）決議事項の内容

第１号議案　取締役８名選任の件

取締役として、茂木眞一、姚健、児玉俊明、宮下孝春、関口勝一、山本真樹、丸山ゆかり、森谷祐

二を取締役に選任するものであります。

　

第２号議案　監査役１名選任の件

監査役として、太田明を監査役に選任するものであります。

　

(3）決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための

要件並びに当該決議の結果

決議事項
賛成数
（個）

反対数
（個）

棄権数
（個）

可決要件
決議の結果及び賛成割合

（％）

第１号議案 　 　 　

（注）

　 　

取締役８名選任の件 　 　 　 　 　

茂木　眞一 12,214 54 － 可決 94.48

姚　健 12,208 60 － 可決 94.44

児玉　俊明 12,214 54 － 可決 94.48

宮下　孝春 12,215 53 － 可決 94.49

関口　勝一 12,215 53 － 可決 94.49

山本　真樹 12,215 53 － 可決 94.49

丸山　ゆかり 12,213 55 － 可決 94.48

森谷　祐二 12,213 55 － 可決 94.48

第２号議案 　 　 　 　 　 　

監査役１名選任の件 　 　 　 （注） 　 　

太田　明 12,218 50 － 　 可決 94.52

　（注）　議決権を行使できる株主の議決権３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数の賛

成による。

　

(4）株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

　本総会前日までの議決権行使分と、当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議決権の

集計により各決議事項が可決されるための要件を満たし、会社法に則って決議が成立したため、本株主総会

に出席した株主のうち、賛成、反対、および棄権の確認ができていない一部株主に係る議決権の数は加算して

いません。
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〔平成23年６月14日提出の臨時報告書〕

１．提出理由

　平成23年６月10日の当社取締役会決議により、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に著しい影響を与える事象が発生しましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基づき提出するものであります。

　

２．報告内容

(5）当該事象の発生年月日

平成23年６月10日　当社取締役会決議日

　

(6）当該事象の内容

　平成24年１月期第１四半期において、下記のとおり特別損失に計上いたしました。

①　資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額の計上　18百万円

②　本社移転に伴う減損損失の計上額　　　　　　　　７百万円

③　非連結子会社の閉鎖に伴う清算差額の計上　　　　４百万円

④　店舗閉鎖に伴う固定資産の除却損の計上　　　　　４百万円

⑤　得意先の破産等に伴う貸倒引当金の計上　　　　　２百万円

　

(7）当該事象の損益及び連結損益に与える影響額

　上記、当該事象により平成24年１月期（自平成23年２月１日　至平成24年１月31日）の第１四半期（自平成

23年２月１日　至平成23年４月30日）において、特別損失として37百万円を計上いたしました。
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３．最近の業績の概要

　平成23年12月９日開催の取締役会において決議された第28期第３四半期連結会計期間（自平成23年２月１日　至平

成23年10月31日）及び第28期第３四半期連結累計期間（自平成23年２月１日　至平成23年10月31日）に係る四半期連

結財務諸表は以下のとおりであります。

　この四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

64号。）に基づいて作成したものではありません。

　また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査法人の四半期レビューは終了しておりませんので、四

半期レビュー報告書は受領しておりません。
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四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

（単位：千円）

　 　 　 　
　

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年10月31日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成23年１月31日）

資産の部 　 　

　 流動資産 　 　

　 　 現金及び預金 30,514 99,429

　 　 受取手形及び売掛金 254,624 823,437

　 　 たな卸資産 230,385 263,751

　 　 その他 76,673 177,009

　 　 貸倒引当金 △1,017 △2,179

　 　 流動資産合計 591,179 1,361,448

　 固定資産 　 　

　 　 有形固定資産 　 　

　 　 　 建物及び構築物（純額） 115,901 128,607

　 　 　 土地 132,216 132,216

　 　 　 その他（純額） 6,604 11,764

　 　 　 有形固定資産合計 254,722 272,588

　 　 無形固定資産 80,533 108,390

　 　 投資その他の資産 　 　

　 　 　 未収還付法人税等 119,236 120,250

　 　 　 その他 172,443 342,335

　 　 　 貸倒引当金 △20,445 △85,983

　 　 　 投資その他の資産合計 271,234 376,602

　 　 固定資産合計 606,489 757,581

　 資産合計 1,197,668 2,119,030

負債の部 　 　

　 流動負債 　 　

　 　 支払手形及び買掛金 468,443 643,322

　 　 短期借入金 532,372 663,295

　 　 １年内返済予定の長期借入金 93,638 174,728

　 　 未払金 139,926 183,417

　 　 未払法人税等 13,286 17,290

　 　 引当金 894 1,978

　 　 その他 59,953 96,493

　 　 流動負債合計 1,308,515 1,780,525

　 固定負債 　 　

　 　 長期借入金 26,740 120,786

　 　 繰延税金負債 488 767

　 　 資産除去債務 5,201 －

　 　 固定負債合計 32,430 121,553

　 負債合計 1,340,945 1,902,079
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（単位：千円）

　 　 　
　

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年10月31日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成23年１月31日）

純資産の部 　 　

　 株主資本 　 　

　 　 資本金 996,650 996,650

　 　 資本剰余金 1,262,690 1,262,690

　 　 利益剰余金 △2,287,351 △1,928,612

　 　 自己株式 △81,809 △81,809

　 　 株主資本合計 △109,820 248,918

　 評価・換算差額等 　 　

　 　 その他有価証券評価差額金 △8,509 △5,240

　 　 繰延ヘッジ損益 △1,253 △3,733

　 　 為替換算調整勘定 △29,905 △29,206

　 　 評価・換算差額等合計 △39,668 △38,179

　 新株予約権 6,212 6,212

　 純資産合計 △143,276 216,951

負債純資産合計 1,197,668 2,119,030
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（２）四半期連結損益計算書

（第３四半期連結累計期間）

（単位：千円）

　 　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年10月31日）

売上高 2,029,458

売上原価 1,304,986

売上総利益 724,472

販売費及び一般管理費 1,019,657

営業損失（△） △295,185

営業外収益 　

　 受取利息 33

　 受取配当金 430

　 為替差益 13,002

　 店舗閉鎖益 6,447

　 業務受託手数料 3,060

　 その他 4,791

　 営業外収益合計 27,766

営業外費用 　

　 支払利息 13,811

　 持分法による投資損失 6,255

　 貸倒引当金繰入額 14,473

　 その他 2,709

　 営業外費用合計 37,248

経常損失（△） △304,667

特別利益 　

　 貸倒引当金戻入額 1,161

　 特別利益合計 1,161

特別損失 　

　 固定資産除却損 8,046

　 減損損失 7,698

　 貸倒引当金繰入額 2,499

　 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 18,768

　 子会社整理損 4,606

　 その他 1,613

　 特別損失合計 43,233

税金等調整前四半期純損失（△） △346,738

法人税、住民税及び事業税 9,856

法人税等調整額 2,258

法人税等還付税額 △115

法人税等合計 12,000

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △358,739

少数株主利益 －

四半期純損失（△） △358,739
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（第３四半期連結会計期間）

（単位：千円）

　 　
当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年８月１日
至　平成23年10月31日）

売上高 487,504

売上原価 345,500

売上総利益 142,004

販売費及び一般管理費 277,917

営業損失（△） △135,913

営業外収益 　

　 受取利息 10

　 店舗閉鎖益 2,157

　 その他 904

　 営業外収益合計 3,071

営業外費用 　

　 支払利息 4,080

　 為替差損 4,499

　 持分法による投資損失 7,973

　 貸倒引当金繰入額 7,557

　 その他 1,416

　 営業外費用合計 25,527

経常損失（△） △158,369

特別利益 　

　 貸倒引当金戻入額 1,161

　 特別利益合計 1,161

特別損失 859

税金等調整前四半期純損失（△） △158,066

法人税、住民税及び事業税 2,872

法人税等調整額 532

法人税等合計 3,404

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △161,471

少数株主利益 －

四半期純損失（△） △161,471
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

　 　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年10月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 　

　 税金等調整前四半期純損失（△） △346,738

　 減価償却費 10,290

　 無形固定資産償却費 29,985

　 長期前払費用償却額 129

　 減損損失 7,698

　 子会社整理損 4,606

　 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 18,768

　 貸倒引当金の増減額（△は減少） 15,810

　 受取利息及び受取配当金 △463

　 支払利息 13,811

　 為替差損益（△は益） △4,344

　 持分法による投資損益（△は益） 6,255

　 返品調整引当金の増減額（△は減少） △1,084

　 有形固定資産除却損 8,046

　 売上債権の増減額（△は増加） 565,563

　 たな卸資産の増減額（△は増加） 31,416

　 仕入債務の増減額（△は減少） △163,164

　 未払金の増減額（△は減少） △59,555

　 その他 66,826

　 小計 203,857

　 利息及び配当金の受取額 463

　 利息の支払額 △12,853

　 法人税等の支払額 △18,152

　 営業活動によるキャッシュ・フロー 173,314

投資活動によるキャッシュ・フロー 　

　 有形固定資産の取得による支出 △4,861

　 無形固定資産の取得による支出 △2,700

　 投資有価証券の取得による支出 △1,145

　 出資金の回収による収入 212

　 敷金及び保証金の回収による収入 68,164

　 その他 △110

　 投資活動によるキャッシュ・フロー 59,559

財務活動によるキャッシュ・フロー 　

　 短期借入金の返済による支出 △130,923

　 長期借入金の返済による支出 △170,756

　 財務活動によるキャッシュ・フロー △301,679

現金及び現金同等物に係る換算差額 △110

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △68,914

現金及び現金同等物の期首残高 99,429

現金及び現金同等物の四半期末残高 30,514
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（４）継続企業の前提に関する注記

　　 当第３四半期連結累計期間の当社グループの業績は、日本国内の経済情勢や平成23年３月11日に発生いたしまし

　 た東日本大震災及びその後の原発事故、電力供給不安などが影響し、消費者の生活防衛意識の高まりや消費マイン

　 ドの低下などにより個人消費は厳しい状況での推移となりました。その結果、当第３四半期連結累計期間において

　 も営業損失295,185千円、経常損失304,667千円、四半期純損失358,739千円を計上し、結果、143,276千円の債務超

　 過となっております。

　　　 このような状況から、継続企業の前提に重要な疑義が存在しており、収益性と財務体質の早急な改善を迫られて

　　 おります。

　

　　　 当社グループは、当該状況を解消し、安定的な収益を確保できる企業体質を構築するために、営業活動では、既

　　 存ブランドについて現在のポジショニングの分析とブランドポートフォリオの見直しを行い、引き続き市場規模に

　　 適した戦略を立案し実行してまいります。

　　　 また、第４四半期以降につきましても、引き続き消費者の生活防衛意識の高まりや消費の自粛などにより個人消

　　 費は厳しい状況下で推移するものと予想されます。

　　　 このようなマーケット状況を踏まえ、低価格志向のマーケットニーズに対応すべくブランド及びアイテムにおい

　　 てポジショニングの差別化を図り、販売数量の増加と販売単価下落の抑制を計画しております。このような対応策

　　 を遂行することで、ブランド認知度とブランドロイヤリティーを維持しながら収益性を高めてまいります。

　　　 

　　　 また、当社は、当第３四半期決算短信発表日（平成23年12月９日）開催の取締役会において「第三者割当による

　　 新株式発行（デット・エクイティ・スワップ）、第２回新株予約権の発行及びコミットメント条項付き第三者割当

　　 契約の締結並びに主要株主及びその他の関係会社の異動」を決議しており、これらの施策を推進することで経営基

　　 盤の強化を図り、企業経営の安定化に努めてまいります。

　　　 しかしながら、収益性の改善は今後の景況感に左右されるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確

　　 実性が認められます。

　　　 なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

　　 響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。

　

（５）セグメント情報

［事業の種類別セグメント情報］

　前第３四半期累計期間（自　平成22年２月１日　至　平成22年10月31日）

　　前第３四半期累計期間については、四半期連結貸借対照表のみ作成しており、かつ、単一セグメントであるた

　め、記載を省略しております。

　

［所在地別セグメント情報］

　前第３四半期累計期間（自　平成22年２月１日　至　平成22年10月31日）

　　前第３四半期累計期間については、四半期連結貸借対照表のみ作成しており、かつ、単一セグメントであるた

　め、記載を省略しております。

　

［海外売上高］

　前第３四半期累計期間（自　平成22年２月１日　至　平成22年10月31日）

　　前第３四半期累計期間については、四半期連結貸借対照表のみ作成しており、かつ、単一セグメントであるた

　め、記載を省略しております。

　

［セグメント情報］

　（追加情報）

　　　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

　　年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

　　平成20年３月21日）を適用しております。

　　　なお、当社グループは、所有権及び使用権を有するブランドのアパレル繊維商品（主にカジュアルウェア）

　　に関連する事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社クリムゾン(E02960)

有価証券届出書（組込方式）

25/32



第四部【組込情報】
 

　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

 有価証券報告書
事業年度
（第27期）

　自　平成22年２月１日
　至　平成23年１月31日

平成23年４月27日
関東財務局長に提出

 四半期報告書
事業年度
（第28期
第２四半期）

　自　平成23年５月１日
　至　平成23年７月31日

平成23年９月14日
関東財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用して提出した

データを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライン）Ａ４－１

に基づき本届出書の添付書類としております。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】
 

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 平成23年４月26日

株式会社クリムゾン  

 取締役会　御中  

 フェニックス監査法人  

 

代表社員 

業務執行社員  公認会計士 生明　　真　　㊞

 

代表社員 

業務執行社員  公認会計士 今井　良明　　㊞

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている株式会社クリムゾンの平成22年２月１日から平成23年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細
表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財
務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査
を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含
め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため
の合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社クリムゾン及び連結子会社の平成23年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の
経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報
継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は当連結会計年度において売上高4,911,842千円、営業

損失362,105千円、経常損失296,539千円、当期純損失329,070千円を計上しており、このような売上高の大幅な減少及
び多額の損失を計上している状況から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しており、現時点では
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認めら
れる理由については当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような
重要な不確実性の影響は連結財務諸表に反映されていない。
　
＜内部統制監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社クリムゾンの平成

23年１月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制
報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明す
ることにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ
ない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部

統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がな
いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部
統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示
を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判
断している。
当監査法人は、株式会社クリムゾンが平成23年１月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し
て、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途
保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年９月14日

株式会社クリムゾン

取締役会　御中
 

フェニックス監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 生明　  真　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 森　　智広　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリムゾン

の平成23年２月１日から平成24年１月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年５月１日から平成23

年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年２月１日から平成23年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クリムゾン及び連結子会社の平成23年７月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当第２四半期連結累計期間においても営業損失159,271千

円を計上している状況から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該

注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は

四半期連結財務諸表に反映されていない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 平成22年４月27日

株式会社クリムゾン  

 取締役会　御中  

 フェニックス監査法人  

 

代表社員 

業務執行社員  公認会計士 生明　　真　　㊞

 

代表社員 

業務執行社員  公認会計士 今井　良明　　㊞

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社クリムゾンの平成21年２月1日から平成22年１月31日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社クリ

ムゾンの平成22年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社クリムゾンの平成22

年１月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明すること

にある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能

性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の

評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社クリムゾンが平成22年１月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年９月14日

株式会社クリムゾン

取締役会　御中
 

フェニックス監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 生明　  真　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 今井　良明　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリムゾン

の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの第27期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年５月１日から平成22年

７月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クリムゾンの平成22年７月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第

２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 平成23年４月26日

株式会社クリムゾン  

 取締役会　御中  

 フェニックス監査法人  

 

代表社員 

業務執行社員  公認会計士 生明　　真　　㊞

 

代表社員 

業務執行社員  公認会計士 今井　良明　　㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社クリムゾンの平成22年２月1日から平成23年１月31日までの第27期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社クリ

ムゾンの平成23年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は当事業年度において売上高4,818,271千円、営業損失

360,305千円、経常損失301,341千円、当期純損失333,203千円を計上しており、このような売上高の大幅な減少及び多額の損

失を計上している状況から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該

注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は財務諸表に

反映されていない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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